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1 はじめに 

Gentzen [1]が導入した古典命題論理の自然演繹体系

には，一時的な仮定をもつ推論規則が 3 つある．すなわ

ち，(→導入規則)，(∨除去規則)，(背理法)である．これ

らの推論規則は，(∧導入規則)や(∧除去規則)などの一

時的な仮定をもたない推論規則と比べ難しいと捉えられ

ることがある．その 1 つの理由に，一時的な仮定をもたな

い推論規則がその筋道を論理式の木で表現できるのに

対し，一時的な仮定をもつ推論規則はそれができないこ

とが挙げられる．たとえば， 

 

𝑃   𝑄

𝑃 ∧ 𝑄
(∧導入規則)  

𝑃 ∧ 𝑄

𝑃
(∧除去規則) 

は 

    𝑃 

𝑃 ∧ 𝑄   𝑃 ∧ 𝑄 → 𝑃 

       𝑄 

のように，その筋道を論理式の木で表現できるのに対し， 

[￢𝑃]
⊥

𝑃
 

は表現できない． 

佐々木[3]は，一時的な仮定をもつ推論規則ともたない

推論規則を区別するシークエント体系├𝑆を導入した．す

なわち，├𝑆では一時的な仮定をもたない推論規則は証

明できるが，その仮定をもつ推論規則は証明できない．

本研究では，├𝑆で証明可能な推論を直接推論，証明不

可能な推論を非直接推論と呼ぶことにする． 

 本研究の目的は，非直接推論のうち，2 変数で表現で

きるものの導出関係を明らかにすることである．具体的に

は，2 変数の基本シークエントを定義し，どのシークエント

もどれかの基本シークエントの集合と体系├𝑆で同値にな

ることを示す．そして，その結果を用いて，2 変数の非直

接推論の種類を標準形の形で明らかにする． 

  本稿では，以下の 2 節で，├𝑆を導入しその性質を紹

介する．3 節で 1 変数の非直接推論について，4 節で 2

変数の非直接推論について述べる． 

2 体系├𝑺 

この節では，[3]にしたがって体系├𝑆を導入し，[3]で示

された完全性定理を紹介する．論理式は，命題変数と⊥

(矛盾)から論理記号∧(かつ)，∨(または)，→(ならば)，

￢(でない)を用いて，ふつうの方法で定義する．命題変

数を表すのに，𝑝, 𝑞, 𝑝1, 𝑝2,…などを，論理式を表すのに，

𝑃, 𝑄, 𝑃1 , 𝑃2,…などを，論理式の有限集合を表すのに，Γ,

Σ,Γ
1

,Γ
2

,…などを用いる．論理式全体の集合をWFFと

表す．また，論理記号の結合の強さを，￢ が最も強く，

→が最も弱く結合すると約束し，この約束からわかる結合

の順序を示す括弧を省略できるものとする． 

表現 

Γ⇒P 

をシークエントという，Γをこのシークエントの左辺，Pを右

辺という．シークエントを表すのにX, Y, X1, X2, …などを，シ

ークエントの集合を表すのに，T, T1, T2, …などを用いる．

また，シークエント 

{𝑃1, ⋯ , 𝑃𝑚} ∪Γ
1

∪ ⋯ ∪Γ
𝑛

⇒ 𝑄 

を 

𝑃1 , ⋯ , 𝑃𝑚,Γ
1

, ⋯ ,Γ
n

⇒ 𝑄 

と表現してもよいことにする． 

体系├
𝑆
はこのシークエントを基本単位として定義する

が，まずは，自然演繹の体系をシークエントを基本単位と

して書き換えた体系├Gを導入する． 

 

定義 2.1．𝑇から𝑋を導く├𝐺の証明図を，次の公理と推論

規則により定義する． 

公理：𝑃 ⇒ 𝑃および𝑇の要素 

推論規則：図 2.1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1： ├𝐺の推論規則 

 

𝑇から𝑋を導く├𝐺の証明図が存在するとき，𝑇├𝑋は├𝐺で証

明可能であるといい，𝑇├𝐺𝑋と表す．とくに，𝑇 = ∅のとき

は，𝑋は├𝐺で証明可能であるといい，├𝐺 X と表す．体系

├𝑆は次のように定義する． 

 

定義 2.2. 𝑇から𝑋を導く├𝑆の証明図を，次の公理と推論規

則により定義する． 

公理： ├𝐺で証明可能なシークエントおよび𝑇の要素 

推論規則：(cut),(w 左) 

 

(背理法) 



 

 𝑇から𝑋を導く├𝑆の証明図が存在するとき，𝑇├𝑋は├𝑆で証

明可能であるといい，𝑇├𝑆𝑋と表す．とくに，𝑇 = ∅のときは，

𝑋は├𝑆で証明可能であるといい，├𝑆𝑋と表す． 

体系├𝑆の完全性は，古典命題論理の意味づけに用い

られるふつうの付値関数を拡張した付値関数を利用する．

ふつうの付値関数は次のとおりである． 

 

定義 2.3. 次の 5 条件を満たす関数𝑣 ∶  WFF →  {t, f}を

付値関数という． 

(1)𝑣(⊥) = f 

(2)𝑣(𝑃 ∧ 𝑄) = t ⇔ 𝑣(𝑃) = 𝑣(𝑄) = t 

(3)𝑣(𝑃 ∨ 𝑄) = f ⇔ 𝑣(𝑃) = 𝑣(𝑄) = f 

(4)𝑣(𝑃 → 𝑄) = f ⇔ 𝑣(𝑃) = t かつ𝑣(𝑄) = f 

(5)𝑣(￢𝑃) = t ⇔ 𝑣(𝑃) = f 

 

付値関数を表すのに，𝑣, 𝑣1, 𝑣2,…などを用いる．[3]は，こ

の付値関数を次のように拡張した． 

 

定義 2.4. 付値関数の集合𝑉に対して，関数𝑉 ∶  WFF →

 {t, f}を次のように定義する． 

𝑉(𝑃) =  t ⇔ すべての𝑣 ∈ 𝑉に対して，𝑣(𝑃) = t 

 

この関数（または付値関数の集合 )を表すのに，

𝑉, 𝑉1, 𝑉2,…などを用いる．この𝑉はΓ, 𝑋, 𝑇, 𝑇├𝑋に対しても，

次のように用いる． 

(1)𝑉(Г) = t ⇔ すべての𝑃 ∈ Гに対して, 𝑉(𝑃) = t 

(2)𝑉(Г ⇒ 𝑃) = t ⇔ 𝑉(Г) = tならば𝑉(𝑃) = t 

(3)𝑉(𝑇) = t ⇔ すべての𝑋 ∈ 𝑇に対して, 𝑉(𝑋) = t 

(4)𝑉(𝑇├𝑋) = t ⇔ 𝑉 (𝑇) = tならば𝑉(𝑋) = t 

 

補助定理 2.5(完全性 [3])． 

𝑇├𝑆𝑋 ⇔すべての𝑉に対して，𝑉(𝑇├𝑋) = t 

  

 1節の最初に述べた(→導入規則)，(∨除去規則)，(背

理法)に対応する非直接推論が，├𝑆で証明不可能である

ことは，次の補助定理から示される． 

 

補助定理 2.6([3]). 

(1){𝑝 ⇒ 𝑞} ⊬s⇒ 𝑝 → 𝑞 

(2){𝑝 ⇒ 𝑟, 𝑞 ⇒ 𝑟} ⊬s⇒ 𝑝 ∨ 𝑞 ⇒ 𝑟 

(3){￢𝑝 ⇒⊥} ⊬s⇒ 𝑝 

 

定義 2.7. 

(1)条件 

任意の𝑉に対して，𝑉(𝑋) = 𝑉(𝑌) 

を満たすとき，𝑋と𝑌は同値であるといい，𝑋~𝑌と表す． 

(2)条件 

任意のVに対して，𝑉(𝑇1 ⊢ 𝑋1) = 𝑉(𝑇2 ⊢ 𝑋2) 

を満たすとき，(𝑇1 ⊢ 𝑋1)と(𝑇2 ⊢ 𝑋2)は同値であるという． 

 

系 2.8. 

(1)𝑋~𝑌のとき，├𝑆𝑋 ⇔ ├𝑆𝑌である． 

(2)𝑇1 ⊢ 𝑋1と𝑇2 ⊢ 𝑋2が同値のとき，𝑇1├𝑆𝑋1 ⇔ 𝑇2├𝑆𝑋2 

である． 

3 1変数の場合 

この節では，1変数の非直接推論の導出関係を示す．

まず，𝑝以外の命題変数が表れない𝑇と𝑋に対して，𝑇├𝑋

は，7 つの推論 

 I1:├ ⇒⊥ 

 I2:├ ⇒ 𝑝 

 I3:├ ⇒ ￢𝑝 

 I4:├ 𝑝 ⇒⊥ 

 I5:├￢𝑝 ⇒⊥ 

 I6:├ ⊥⇒⊥ 

 I7: {𝑝 ⇒⊥,￢𝑝 ⇒⊥}├ ⇒⊥  

のいずれかと同値である．そして，この 7つの推論の導出

関係は図 3.1 のとおりである．ただし，図 3.1 のIiからIjへ

の矢印は，「任意の𝑉に対して，V(Ii)=t ならば V(Ij)=t」を

表す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1:I1～I7の導出関係 

 

これらの性質は，表 3.1 と補助定理 3.1 から導かれる． 

 

表 3.1:7 つの推論の真理値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助定理 3.1. 

𝑉1(𝑇├𝑋) = 𝑉2(𝑇├𝑋) = f ならば(𝑉1 ∪ 𝑉2)(𝑇├𝑋 ) = f 

 

また，補助定理 2.6(3)の推論{￢𝑝 ⇒⊥} ⊢⇒ 𝑝は表 3.1 と

表 3.2 より，l7と同値である．このことは補助定理 2.6(3)の

証明にもなる． 

 

 

 

 



 

表 3.2:補助定理 2.6(3)の真理値表 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 2変数の場合  
この節では 2 変数の非直接推論の導出関係を明らか

にする．より具体的には，1-基本シークエントを定義し，2

変数の非直接推論は 1-基本シークエントのある集合𝑇を

用いて，𝑇├ ⇒⊥で表現できること，および，その形の推論

の導出関係は𝑇の包含関係で表現できることを示す． 

 

この節では𝑝, 𝑞以外の命題変数の現れない推論のみ

扱う． 

 

定義 4.1.  

(1) 表 4.1 の 32 個のシークエントES1, ⋯ , ES32を 1-基本

シークエントという． 

(2) すべての 1-基本シークエントの集合を ES とおく． 

 

表 4.1.1-基本シークエント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定義 4.2. 𝐄𝐒の部分集合ES(𝑇, 𝑋)を次の 32条件を満た

すように定義する． 

(C1)ES1 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C2)ES2 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C3)ES3 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C4)ES4 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C5)ES5 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C6)ES6 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 

(C7)ES7 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C8)ES8 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C9)ES9 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 

(C10)ES10 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C11)ES11 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C12)ES12 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C13)ES13 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C14)ES14 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C15)ES15 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C16)ES16 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C17)ES17 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C18)ES18 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C19)ES19 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C20)ES20 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C21)ES21 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C22)ES22 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C23)ES23 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C24)ES24 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C25)ES25 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
(C26)ES26 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C27)ES27 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C28)ES28 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C29)ES29 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = 𝑣4(𝑇├𝑋) = t 
(C30)ES30 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = 𝑣3(𝑇├𝑋) = t 
(C31)ES31 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣2(𝑇├𝑋) = t 
(C32)ES32 ∈ ES(𝑇, 𝑋) ⇔ {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣4}(𝑇├𝑋) = {𝑣1, 𝑣3}(𝑇├𝑋) 
= {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = 𝑣1(𝑇├𝑋) = t 
 

系 4.3. 任意の 1-基本シークエント𝑌に対して，次の 2 条

件は同値である． 

(1)𝑌 ∈ ES(𝑇, 𝑋)， 

(2)𝑉(𝑌) = fとなる任意の𝑉で，𝑉(𝑇 ⊢ 𝑋) = t． 

 

例 4.4. 表 4.2 より次が成り立つ． 

(1)ES({ES1} ⊢⇒⊥) = {ES1} 



 

(2)ES({ES5} ⊢⇒⊥) = {ES5} 

(3)ES({ES1, ES5} ⊢⇒⊥) = {ES1, ES2, ES5, ES6} 

(4)ES({ES2, ES6} ⊢⇒⊥) = {ES1, ES2, ES5, ES6} 

ただし，表 4.2 において， 

(𝑣1(𝑝), 𝑣1(𝑞)) = (t, t), (𝑣2(𝑝), 𝑣2(𝑞)) = (t, f), 

(𝑣3(𝑝), 𝑣3(𝑞)) = (f, t), (𝑣4(𝑝), 𝑣4(𝑞)) = (f, f), 

であり， 

 𝑉1 = {𝑣1, 𝑣2},         𝑉2 = {𝑣1, 𝑣3},        𝑉3 = {𝑣1, 𝑣4}, 

 𝑉4 = {𝑣2, 𝑣3},         𝑉5 = {𝑣2, 𝑣4},        𝑉6 = {𝑣3, 𝑣4}, 

 𝑉7 = {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3},   𝑉8 = {𝑣1, 𝑣2, 𝑣4},  𝑉9 = {𝑣1, 𝑣3, 𝑣4}, 

𝑉10 = {𝑣2, 𝑣3, 𝑣4},𝑉11 = {𝑣1, 𝑣2, 𝑣3, 𝑣4} 

である． 

 

補助定理 4.5. 

𝑇├𝑋が直接推論である ⟺ ES(𝑇, 𝑋) = 𝐄𝐒 

 

定理 4.6. 𝑇├𝑋と ES(𝑇, 𝑋)├ ⇒⊥は同値である．とくに，

𝑇├𝑋が非直接推論であれば，ES(𝑇, 𝑋) ≠ 𝐄𝐒である． 

証明．後半は前半と補助定理 4.5 から示されるので，前

半のみを示す．T’= ES(𝑇, 𝑋)とおく．任意に𝑉を与える． 

𝑉(𝑇├𝑋) = t ⇔ 𝑉(𝑇′├ ⇒⊥) = t 

を示せばよい．次の(1)，(2)の場合のみを示す． 

(1)ある𝑖 ∈ {1,2,3,4}が存在して𝑉 = {𝑣𝑖}のとき：𝑖 =

1 のときのみを示す．𝑣1(𝑇├𝑋) = t ⇒ 𝑣1(𝑇′├ ⇒⊥) =

t を示す．𝑣1(𝑇 ⊢ 𝑋) = t と仮定すると，定義 4.2の(C1)よ

りES1 ∈ 𝑇′であり，𝑣1(ES1) = f であるから𝑣1(𝑇′├ ⇒⊥) = t

である． 

 𝑣1(𝑇′├ ⇒⊥) = t ⇒ 𝑣1(𝑇├𝑋) = t を示す．𝑣1(𝑇′⊢⇒⊥) 

= t を仮定すると，𝑣1(𝑇′) = f である．ある基本シーク 

エント𝐸𝑆 ∈ 𝑇′が存在して，𝑣1(𝐸𝑆) = f である．表 4.2 よ

り， ES1, ES6, ES10, ES14, ES19, ES22, ES25, ES32のいず 

れかが𝑇′に属する．定義 4.2 より，𝑣1(𝑇├𝑋) = tである． 

(2)ある𝑖, 𝑗 ∈ {1,2,3,4}(𝑖 ≠ 𝑗)が存在して𝑉 = {𝑣𝑖 , 𝑣𝑗}のと

き：(𝑖, 𝑗) = (1,2)のときを示す． 

 {𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = t ⇒ {𝑣1, 𝑣2}(𝑇′├ ⇒⊥) = t を示す．

{𝑣1, 𝑣2}(𝑇├𝑋) = tと仮定すると，補助定理 3.1 より，

𝑣1(𝑇├𝑋) = tまたは𝑣2(𝑇├𝑋) = tである．定義 4.2 の(C5)

と(C6)より ES5 ∈ 𝑇′または ES6 ∈ 𝑇′であり，表 4.2 より

{𝑣1, 𝑣2}(ES5) = {𝑣1, 𝑣2}(ES6) = {𝑣1, 𝑣2}(𝑇′) = fであるか

ら，{𝑣1, 𝑣2}(𝑇′├ ⇒⊥) = tである． 

 

上の定理より，ES((𝑇, 𝑋) ⊢⇒⊥)の形の推論が標準形とい

える．この標準形の導出関係は，以下の定理 4.7 のよう

にES(𝑇 ⊢ 𝑋)の包含関係で表現できる． 

 

定理 4.7. 次の 2条件は同値である． 

(1)ES(𝑇1, 𝑋1) ⊆ ES(𝑇2, 𝑋2), 

(2)任意の𝑉に対して，𝑉(ES(𝑇1, 𝑋1) ⊢⇒⊥) = tならば

𝑉(ES(𝑇2, 𝑋2) ⊢⇒⊥) = t． 

 

ただし，𝐄𝐒のどの部分集合が，ES(𝑇1, 𝑋1)の形で表現で

きるかは，表 4.2 などから具体的に計算する必要がある．

たとえば，{ES1, ES5}はES(𝑇1, 𝑋1)の形では表現できない． 

 

 

表 4.2：ES1, ⋯ , ES32の真理値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，補助定理 2.6(1)の推論{𝑝 ⇒ 𝑞} ⊢⇒ 𝑝 → 𝑞は，表 

4.2 と表 4.3 より，

{ES1, ES2, ES3, ES4, ES5, ES6, ES7, ES8, ES9, 

ES10, ES13, ES14, ES23, ES24, ES25} ⊢⇒⊥と同値になる． 

表 4.3:補助定理 2.6(1)の真理値表 

 

 

 

 

 

 

 

5  おわりに 

 本研究では，体系├𝑆を用いて 1 変数の非直接推論の

標準形について明らかにした．また，2 変数の非直接推

論の標準形について考察し，𝐄𝐒のある部分集合𝑇′を用

いて𝑇′├ ⇒⊥と表現できることを示すことができた．そして，

その形の推論の導出関係の証明を示すことができた． 
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